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第４章 施策の展開 

 

１ こどもを安心して産み育てられる環境をつくる 
 

現状と課題 

・核家族化や地域との繋がりの希薄化が進んでおり、孤立感や不安感を持つ妊産婦や子

育て家庭が、安心してこどもを産み育てられる支援体制が必要とされています。 

・すべての子育て家庭が、円滑に情報を得ることができ、必要な制度や施設を利用する

ことができるような相談支援及び情報提供の充実が必要です。 

・妊娠期・出産期から子育て期を通して、母子の心身の健康を確保し、切れ目ない保健

対策の充実が必要です。 

・将来の妊娠・出産に備えた健康管理ができるよう、若い世代の男女に向け妊娠・出産・

子育てに関する正しい知識の普及啓発を行うプレコンセプションケアが必要です。特

に、思春期の保健対策は、心身共に変化が大きいことから、正しい知識の普及や相談支

援が重要です。 

 

（１）妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の提供 

○目標・方向性 

・母子保健と児童福祉が連携をとりながら、様々な相談に迅速かつ適切に対応できる体

制を作ります。 

・妊産婦等が必要な情報にアクセスできるよう、円滑な情報提供、とりわけデジタル技

術を活用した情報発信を行います。 

・子育てに悩みや困難を抱える家庭に対し、家事・育児支援を行うことで、安定した育

児ができるよう支援を行います。 

・育児用品等の提供により経済的負担の軽減を図るとともに、見守り訪問によるアウト

リーチ型の相談支援を行います。 

 

○主な事業・取組（★…法定事業） 

① こども家庭センターの運営【こども家庭センター】 

一体的な組織としての子育て家庭に対する相談支援を実施します。母子保健・児童福

祉の両機能の連携・協働を深め、虐待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭

まで、切れ目なく対応します。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

合同ケース会議の開催回数 ３回/年 １２回/年 

 

② 母子保健のデジタル化の推進【健康推進課】 

母子アプリ等を活用した情報発信などデジタル技術を活用し、妊産婦等へ円滑な情

報提供を行います。 
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指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

妊娠期・子育て期における情報入手先（ＳＮＳ

と回答した割合） 

健康はちまん 21 プランに基づき実施 

 

③ 子育て世帯訪問支援事業【こども家庭センター】★ 

子育て不安等養育上の課題を抱える家庭に対して、家庭が抱える不安や悩みを傾聴

するとともに、家事・子育て等の支援を実施します。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

子育て世帯訪問支援事業利用家庭数 ３件 ３件 

 

（２）相談支援・情報提供の充実 

○目標・方向性 

・妊産婦や子育て家庭が、それぞれの事情に応じた施設や制度を円滑に利用できるよ

う、相談支援、情報提供の充実を図ります。 

 

○主な事業・取組（★…法定事業） 

① 利用者支援事業（基本型）【こども家庭センター】★ 

子育て家庭が支援機関や関係機関を円滑に利用できるように、利用者支援員が身近

な場所での相談や情報提供、助言等を行います。併せて、児童福祉法第１０条の３第１

項に基づく、地域子育て相談機関の機能を設置します。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

設置箇所数 ２箇所 ３箇所 

 

②  利用者支援事業（特定型）【こども家庭センター】【幼児課】★ 

保育に関する施設や事業を円滑に利用できるように、利用者支援員が相談や情報提

供、助言等を行います。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

設置箇所数 ０箇所 １箇所 

 

③  利用者支援事業（こども家庭センター型）【健康推進課】【こども家庭センター】★ 

【母子保健機能】 

妊産婦が必要なサービスを円滑に利用できるように助産師や保健師が相談に応じる

とともに、情報提供を行います。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

設置箇所数 １箇所 １箇所 

【児童福祉機能】 

すべてのこどもとその家族及び妊産婦が、必要なサービスを円滑に利用できるよう

に、社会福祉士や保健師等が相談に応じるとともに、情報提供を行います。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

設置箇所数 １箇所 １箇所 
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④  妊婦等包括相談支援事業【健康推進課】★ 

妊産婦等が必要なサービスを円滑に利用できるように助産師や保健師が相談に応じ

るとともに、情報提供を行い、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を

行います。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

面談実施合計回数 １，３９８回 １，３５２回 

 

（３）妊産婦・乳幼児に関する保健対策の充実 

○目標・方向性 

・こどもと親の心身の健康は重要な課題であることから、心と身体の健康を実現できる

サポートを行います。 

・乳幼児の心身の発育の状況の確認及び適切な指導等により、乳幼児の健康の保持・増

進を図ります。 

・不妊治療における経済的負担の軽減を目的として、保険診療の特定不妊治療に併用し

た先進医療に対して費用助成をします。 

・産後の母親の心身の不調や育児不安等に寄り添い、相談支援や継続した支援の充実を

図ります。 

・親子が孤立せず、安心して子育てができるよう保健師等が家庭を訪問し、相談支援や

情報提供を行います。 

 

○主な事業・取組（★…法定事業） 

① 産前・産後サポート事業【健康推進課】 

妊婦・出産・子育てに関する不安や悩みを傾聴し、相談支援（寄り添い）を行います。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

助産師相談・地域助産所相談件数 健康はちまん 21 プランに基づき実施 

 

② 妊婦健康診査事業【健康推進課】★ 

妊婦の健康管理の向上を図るため、妊婦を対象とした健康診査費の一部を公費負担

します。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

妊婦健康診査事業延べ受診件数 ７，３５３人 ７，１９２人 

 

③ 乳児家庭全戸訪問事業【健康推進課】★ 

概ね生後４か月までの乳児をもつ家庭を対象に、子育てに関する情報提供、乳児・保

護者の心身の状況や養育環境を把握し、養育についての相談・助言・その他の援助を行

う事を目的に、保健師・助産師が家庭を訪問し必要な支援を行います。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

生後４か月までの乳児家庭への訪問指導件

数 

５８０件 ５６７件 
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④ 養育支援訪問事業（専門的相談支援）【健康推進課】★ 

乳児全戸訪問事業の結果に基づき、養育支援が必要な家庭に対し、専門的な相談・指

導・助言・その他必要な支援を継続的に実施します。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

産後うつ病のスクリーニングの点数が高い

産婦の訪問件数 

１３件 １５件 

 

⑤産後ケア事業【健康推進課】★ 

産後の母子等に対し、母親の身体的回復と心理的な安定を促進するとともに、母親自

身がセルフケア能力を育み、母子の愛着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児が

できるよう支援します。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

利用者数 １５８人 ２０１人 

 

（４）医療の充実及び医療と保健の連携 

○目標・方向性 

・安心して妊娠・出産期を過ごすことができるよう、医療と保健の連携を行いながら、

母子保健サービスの充実を図ります。 

・出生数は減少傾向にありますが、分娩可能な産婦人科や小児科の維持をしていくとと

もに、より安全で安心な出産の環境づくり及びこどもに対する医療提供の充実に努め

ます。 

 

○主な事業・取組 

① 医療と保健の連携【健康推進課】 

医療機関と保健機関が連携して、ハイリスク妊産婦・新生児とその家庭に対し、適切

な母子保健サービスを提供します。また、周産期に関する会議を通して、医療機関と情

報や課題を共有し、医療と保健の連携を図ります。 

指標 現状値（Ｒ５） 目標値（Ｒ11） 

周産期保健医療体制検討会議（健康推進課主

催）開催回数 

健康はちまん 21 プランに基づき実施 

 

（５）プレコンセプションケアの充実 

○目標・方向性 

・望まない妊娠を防ぎ、若い世代が将来の妊娠・出産等に備えた健康管理ができるよう、

思春期の保健対策として、正しい知識の普及を図ります。 
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○主な事業・取組 

① 小・中学生に向けた正しい知識の普及・相談【学校教育課】 

妊娠期前から、性に関すること、妊娠出産育児に関する正しい知識の普及を図ります。

学校現場においては、個別相談の充実を図ります。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

保健・保健体育の授業での男女の性や妊娠出

産の学習を全小・中学校で実施 

１００％ １００％ 

 

（６）経済的負担の軽減 

○目標・方向性 

・子育て家庭の経済的負担感が増大している状況から、児童手当の支給や乳幼児子ども

医療費助成の実施により、子育て家庭への経済的支援を行います。 

・妊産婦に対する経済的支援を行うことで、妊娠期から出産後までの経済的負担の軽減

を図ります。 

・保育所等の保育料の減免措置や、放課後児童クラブにおける負担金の助成により、経

済的負担の軽減を行います。 

・保育所及び幼稚園等の副食費については、所得割額に応じて減免措置を行います。 

・多子世帯の経済的負担軽減のため、学校給食費の多子世帯減免制度により経済的支援

を行います。 

 

○主な事業・取組（★…法定事業） 

① 子ども医療費助成【保険年金課】 

小学生、中学生、高校生世代のこどもの通院・入院医療費の負担（保険診療に限る）

を助成します。 

指標 現状値（Ｒ６） 目標値（Ｒ11） 

子ども医療費助成額（市負担分） 241,022,504 円 246,141,575 円 

 

② 妊婦のための支援給付事業【健康推進課】 ★ 

妊娠期からの経済的支援を行うため、妊婦に対して支援給付を行います。 

指標 

健康はちまん 21 プランに基づき実施 

 

  


